



















































頁以下、岡本昌子「状態犯と継続犯に関する一考察─最高裁平成24年 7 月 9 日第










































（ 5）　継続犯説として、最決昭和31年 8 月22日刑集10巻 8 号1237頁のほか、山中敬一
『刑法各論〔第 3 版〕』（2015年、成文堂）186頁、大谷・前掲（注 4）144頁、中
森・前掲（注 4）81頁、曽根・前掲（注 4）137頁、橋本・前掲（注 4）138頁、高
橋・前掲（注 4）151頁、西田（橋爪補訂）・前掲（注 4）113頁、岩間康夫「不退去
による住居侵入罪の成立可能性─継続犯における先行行為に基づく保障人的義務








（ 7）　状態犯説として、林（幹）・前掲（注 4）311頁、井田・前掲（注 4）337頁。
継続犯説として、大谷・前掲（注 4）358頁、山中（敬）・前掲（注 5）477頁、478
頁、西田（橋爪補訂）・前掲（注 4）295頁
（ 8）　古田・前掲（注 1）90頁、佐伯・前掲（注 1）19頁以下、林（美）・前掲（注
1） 2頁以下、林（幹）・前掲（注 1）68頁以下参照。

















































































































伯・前掲（注 1）17頁、大山・前掲（注 1）60─1頁、岡本・前掲（注 1） 9 頁以下
など。




















































































































































その時点から計算すると Bの告訴は 6 カ月の告訴期間（刑訴法235条）経
過後になされたものであって不適法であると主張した。






















































































































よれば、本件では平成13年 7 月 5 日に犯罪が終了しており、犯罪終了後に










































6 月 5 日、裁判官に提出した。これを受けて、情を知らない同裁判官は、
同年12月20日頃、本件土地・建物につき、上記建物賃借権の存在を前提と
した不当に廉価な最低売却価額を決定し、情を知らない裁判所職員におい
て、平成 9年 3月 5日、上記内容虚偽の事実が記載された本件土地・建物
の現況調査報告書等の写しを入札参加希望者が閲覧できるように同裁判所
に備え置いた。


























































































































（41）　業務妨害罪（刑法233条後段、234条、234条の 2第 1 項）についても、同罪の成




































に入れてA方の押入れに入れた。②その 2、 3 日後、Xは、同児の死体
をアパート cの自宅に運び、パーカーに包んだ状況でクローゼットに入れ
た。③平成19年 6 月頃、Xは、マンション dに転居した際に、女児の死
体をキャリーバッグに入れて dに運び、キャリーバッグごと同マンショ
ンのクローゼットに入れた。④平成21年 2 月頃、Xは、マンション bに
転居した際に、女児の死体をキャリーバックに入れたまま運び、そのまま




















































































遺棄行為が終了した時である平成19年 2 月頃であり、平成24年 9 月19日に
公訴提起した時点においては、既に 3年が経過しているから、公訴時効が
完成していたことが明らかである（刑事訴訟法250条 2 項 6 号）。」


































































































（45）　Ｙを被告人とする大阪地裁平成29日 3 月 3 日判決（LEX/DB2554596）におい
ても、理由づけを含めて本判決と同様の判断が下されている。
（46）　本判決につき、松尾誠紀「判批」新・判例解説Watch 刑法 No135（TKC ロ
ーライブラリー2019年 2 月15日掲載） 1頁以下参照。



















































































4 4 4 4
優先性を導いたとしても、それは刑罰
法規の適用上の
4 4 4 4
優先性を導くものではないし、仮に作為犯に適用上の
























































































































































































































































































　被告人Xは、外国人であり、昭和22年 5 月 2 日の外国人登録令（勅令
207号）施行当時、埼玉県A郡 B町に居住していたものであるが、同月31
日までに町長に対し所定事項の登録の申請をなすべきであるのに、昭和
26年 4 月15日まで右申請をしなかった。Xは、同年 4月30日に外国人登録







（67）　外国人登録令 4条 1 項は、「外国人は、本邦に入ったときは六十日以内に、外
国人でないものが外国人になったときは十四日以内に、居住地を定め、内務大臣の
定めるところにより、当該居住地の市町村……の長に対し、所要の事項の登録を申
請しなければならない。」と規定し、同令12条は、 4 条 1 項の規定に違反して登録
犯罪の終了時期（松原）　　61




　「昭和22年 5 月 2 日勅令第207号外国人登録令附則第 2項、第 3項、同令








同令施行の際（昭和22年 5 月 2 日）現に日本に在留する外国人が同令施行
の日から30日以内に登録の申請をしなかった場合にはその後所定の登録の
申請をしても右通牒第 2項第 4号の検察官からの通知がない限りは受理さ























　ところが本件記録によれば本件公訴が提起されたのは昭和22年 5 月 2 日
から30日の期間を経過した同年 6月 1 日から起算して 3年の公訴時効が既







































































外国人に対して、昭和22年 5 月 2 日以降30日以内に登録の申請をなすべき
（69）　同様の理解に立つと思われる裁判例として、広島高裁昭和26年 8 月30日判決
（刑集 7巻 7号1664頁参照─前記広島地裁昭和25年12月27日判決の控訴審）、東京
高裁昭和26年12月28日判決（東高刑時報 1巻14号230頁）、松山簡裁昭和27年 2 月21


































時72号 4 頁）、仙台高裁秋田支部昭和26年 4 月20日判決（高裁刑特22号232頁）、大
阪高裁昭和26年 6 月 1 日判決（高刑集 4巻 5号537頁）、名古屋高裁昭和27年 3 月27
日判決（高刑集 5巻 4号530頁）。
（73）　継続犯説に立って申請義務の履践によって義務が消滅した時点を公訴時効の起
算点とした判例として、最高裁昭和28年 7 月31日判決（刑集 7巻 7号1654頁─前
記広島高裁昭和26年 8 月20日判決および前記広島地裁昭和25年12月27日判決の上告
審）。












法に引き継がれた際に、「 3条 1 項……の規定に違反して、登録証明書の
交付、再交付又は書換の申請をしないでこれらの項の規定する期間をこえ
て本邦に在留する
4 4 4 4




　なお、福岡高裁昭和26年 5 月24日判決（高刑集 4巻 7 号678頁）は、本罪
が継続犯であることから、登録申請期間経過後に刑罰法規の改正があった
場合には新法を適用すべきとしている。しかし、法令の適用については実
行行為時が基準となることから、新法の適用のためには、法改正後にも実
行行為が継続していたこと、したがって、申請期間経過後も登録申請義務
が存続し、かつ実際に登録申請が可能であったことを必要とするであろ
う。
（74）　伊達・前掲（注68）37頁参照。
（75）　萩野・前掲（注 1）226頁以下は、不作為犯には結果に向かう因果に介入しな
い類型と、行為者の身体の存在が結果発生に作用する類型とがあり（萩野貴史「作
為犯と不作為犯の区別について─不作為犯における作為義務の主体・内容に関す
る検討の必要性─」獨協ロー・ジャーナル 7号（2012年）77頁以下参照）、後者
に属する外国人登録不申請罪においては、登録義務を果たさないで外国人が本邦に
滞在すること自体が本罪の法益を危殆化すると説く。
（76）　本罪は、外国人が登録申請義務を果たした場合のほか、国外に退去した場合に
も終了すると考えられるが、後者の場合に本罪が終了するのは、単に登録申請義務
に関する作為可能性が失われるからではなく、本罪の予定する法益侵害・危殆化が
終了するからである。
（77）　入管法70条 5 号の不法在留罪も、同様に解されるべきである。
